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第２回 横浜国際港都建設審議会（第３部会）レジュメ 

 
テーマ 1：「市民力が存分に発揮され、地域の課題に機敏に対応する 

大都市の実現」 

 
① 多様化し増大する地域の課題や市民ニーズに対して、公的サービスの担い手をどのよ

うに考えるか。 
② 市民や企業など多くの地域の構成員が参加できるコミュニティのあり方や参加の仕

組みをどのように考えるか。 
 
（説明） 
○ 公的サービスの提供には、行政が主体となって行うもの、市民と行政が協力して行う

もの、民間が主体となって行うものなどがあるが、非「成長・拡大」の時代や横浜の

市民力などを考慮しつつ、地域の特性に応じた公的サービスを機敏に提供するため、

その担い手について検討する。 

○ 例えば、安全・安心のまちづくりに関して、今後地域ではどのような役割を担ってい

くべきか検討する。 

＜主な論点＞ 
・ 実際に共働き世帯などが多い中で、地域に担い手がいるのか。 
・ 地域の人が自主的に活動したいと考えているか。お金を負担して誰かにやって

もらう方がよいと考えている人が多いのではないか。 
・ コミュニティビジネスなどの新たなビジネスチャンスがあるのではないか。 
  
 

 以上のような点を踏まえ、具体的に地域の中で、誰がどのようなことをやるのか 
 
◆ 第１回部会で出された意見に基づくキーワードや検討の視点 
・ 市民力を活用した地域コミュニティの再生 
・ 「市民参画」を柱にした分野ごとの検討 
・ 地域の活性化が市の活性化につながる 
・ 防災、防犯の観点からの地域コミュニティ 
◆ その他の想定されるキーワード 
・ 課題とエリアレベルの設定 
・ 参加、参画の仕組み（政策の提案、合意形成、実行のプロセス） 
・ 公的サービスの対象者と担い手 

資料１



テーマ２：「小さな市役所が市民と連携して、豊かな公的サービスを提供する 

横浜型『小さな政府』の実現」 

 
① 成果を重視し、市民満足度の視点に立った政策決定を行うための仕組みをどのように考

えるか。 
② ３５６万人市民を擁する大都市横浜において、区役所のあり方とその果たすべき役割を

どのように考えるか。 
 
（説明） 
○ 非「成長･拡大」の時代を背景としながら、多様化し増大する市民ニーズに対して、

横浜型「選択と集中」の仕組みを考える。 
＜横浜型「選択と集中」の例＞ 
→ 区役所など最前線の職員が地域の課題や市民ニーズを把握し、または、インター

ネットなどの手段を活用したボトムアップと、市長や経営責任職によるトップダウ

ンが融合して最適な判断を迅速に行う。 
○ 行政上の区域である「区役所」と、地域の課題解決に必要なエリア設定との関係など

を検証し、区役所の果たすべき役割とそれに伴う権限について検討する。 
 
  ＜参考＞横浜型「小さな政府」イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
◆ 第１回部会で出された意見に基づくキーワードや検討の視点 
・ 大都市らしい区役所のあり方、区役所の果たすべき役割 
・ 横浜らしい選択の必要性、手法 

 

「大きな横浜」 
市役所として都市整備、産業経

済分野等グローバルな視点で全

市的施策を中心に取り組む。 

広域自治体（神奈川県など） 
環境、防災等広域的、高次な政策に特化。 

「小さな横浜」 
 横浜型「小さな政府」として

市民、企業、行政の協働、市民

参画を進め地域優先の政策決

定、地域経営に取り組む。 





第３部会 第２回開催関係資料 

 

「安全・安心なまちづくり」に関する地域での事例（課題・取組等） 

 

＜事例１＞ 

 Ａ地区連合町内会で、毎月１回、駅周辺の「環境浄化活動」を実施している。 

様々な地域団体から多数の区民が参加し、地元警察、鉄道・バス事業者、学校や区役所の地域振興課、

土木事務所、資源化推進担当等と連携しながら、違法駐車・駐輪への警告紙はさみ、電柱の貼紙除去、ご

み広いなどを総合的に行っている。違法駐輪防止を目的とした歩道へのフラワーポット設置活動も行って

いる。 

当日（活動終了後）、地元役員級数名と区役所（区政推進課）等との意見交換会の場を持ち、地域の課題

について、議論している。 

※ 上記地区は、地元役員級が一人で複数の役職を兼務している場合が多く、大変多忙であるが、会議や活動の日程

が、各々の役職を所管する行政等の部署から、バラバラに入りスケジュール調整が大変だと聞いている。 

  また、行政等の部署から多数の回覧や配布物の依頼がされるが、地元が無償で回覧・配布している場合が殆どで

ある上、これらの作業を手配する地区連合町内会や地元自治会・町内会の定例会議に間に合わない場合があると、

いっそう大変だと聞いている。 

 

＜事例２＞ 

 Ｂ区では、平成16年度に管理職による地域担当制度を導入したが、地域担当が地域とのパイプ役となっ

て様々な取組（防災、防犯、地域福祉、Ｇ30など）を進められるよう、17年度から職員も加えることとな

った。 

 

＜事例３＞ 

 Ｃ区の地域福祉保健計画策定に当たり、各地区で地域ワークショップを行ったが、いずれの地区でも福

祉、保健の課題の他に、青少年の非行や防犯・防災に関する意見・要望が多数出た。また、行政に対して、

縦割りでなく、地域という視点を持ち、横断的・総合的取組を求める声が多かった。 

 

＜事例４＞ 

 Ｄ小学校地域防災拠点運営委員会では、災害時に、一人暮らしの高齢者等要援護者の情報をどのように

把握し避難誘導するかについて、頻繁に話題となり、話し合われているが、民生委員の守秘義務等の問題

から、具体的取組を断念している（区役所に相談しても、担当外として取り合ってもらえない）。 

 

＜事例５＞ 

 繁華街・歓楽街対策として、地元自治会がＮＰＯ法人（日本ガーディアン・エンジェルス横浜支部）と

連携し、防犯ボランティア組織を結成し、パトロール活動を実施している。地元のビルオーナーが提供し

た空店舗を民間交番（地域防犯拠点）としているが、同所は防犯ボランティア組織の本部であると同時に、

ＮＰＯの活動拠点となっている。 

 

＜参考－千葉県あゆみ野団地の試み＞ 

 団地内での犯罪対策として、住民がお金を出し合い、団地内の警備を警備会社に委託（個人個人で加入

するよりも割安に）。 

 

※ 神奈川区や保土ケ谷区などで事例については、当日委員から紹介いただければと思います。 



刑法犯認知件数の推移（横浜市内）
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横浜らしさを表す（売り込む）キャッチフレーズ 

 
 
○ 17年 4月 横浜市次世代育成支援行動計画（かがやけ横浜子どもプラン） 
「かがやけ横浜子どもプランの策定にあたって」 
 ～少子化の流れを変え、次代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ「まち」よこはまを創っ

ていくことを目指していきます。～ 
 
○ 横浜プロモーション推進事業本部 平成 17年度運営方針 
 ・H15～17年度累計で創業・ベンチャー企業新規立地 600 社を目指す。 
・H15～17年度で観光客数 350 万人増を目指す。 
・チャンスあふれるまち横浜の創造を目指し、開港 150 周年の全体計画の作成や、民が主役の

プレイベント開催支援を進める。 
 
○ 16年 6月 横浜市観光交流推進計画 
 「アニバーサリーシティ・横浜の創造」 

・「記念日は横浜で」 
 「文化芸術による都心部活性化の推進」 
  ・知的好奇心を満たす“大横浜博物館”の推進 
  ・ナショナルアートパーク（仮称）の整備 
  ・横浜トリエンナーレ第２回展開催 
  ・映像文化都市づくり 
 
○ 「創業するならダンゼン横浜！」 
 
○ 市民協働推進事業本部 平成 17年度運営方針 
 「基本理念」 
 ～市民の意欲・発想・実行力が活きる協働の都市づくりをめざします。～ 
 
 
○ 17年 2月 横浜市環境教育基本方針 
 「横浜市の環境の特徴」 
 ・川の源流から海まで水と緑がつなぐ、都市と自然が共存するまち 

 
○ ヨコハマはＧ３０ 
  ・平成 22年度における全市のごみ排出量を平成 13年度に対し 30％削減 
 
○ 経済局 平成 17年度運営方針 
・企業立地促進条例を活用して、５件以上の大規模な企業立地を図る。 
・企業・大学等と連携してライフサイエンス分野におけるプロジェクトを推進する。 
・多様な主体の連携を促し、横浜の情報発信力を高めるためのモデル事業（横浜発デジタル家

電プロジェクト等）を推進する。 
・産・学・官連携による地域の強みを活かしたＩＴ産業の集積を促進する。 
・「横浜型知的財産戦略」を策定・推進する。 












